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事 業 報 告 
 

平成２６年４月 １日から 

平成２７年３月３１日まで 

 

 

１．企業集団の現況に関する事項 

  

（１）事業の経過及び成果 

 

① 総括 

 

当連結会計年度における日本の経済は、当初は消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反

動等の影響から個人消費などに一部弱い動きがみられたものの、その後の円安や原油安を

背景とした企業収益の改善や、雇用・所得環境の改善により個人消費も底堅く推移し、緩

やかな回復基調が続きました。 

このような事業環境のなか、当社は、グループ一体経営を推進しつつ、経営方針である

「お客さま第一」、「公正で透明な企業活動」、「終わりなき効率化の追求」、「チャレ

ンジ精神の重視」及び「ＣＳＲ経営の推進」を常に念頭に置き、お客さまに安全・安心・

快適・便利な高速道路空間を提供すべく、コンプライアンス体制やリスクマネジメント体

制に基づき、適正かつ効率的に業務を遂行してきました。 

まず、長期的視点に立って経営基盤の強化に向けた取組みを推進するため、当社設立か

ら２０年後にあたる平成３７年（２０２５年）に達成したい姿を描いた「長期ビジョン２

０２５」を策定しました。そして、「長期ビジョン２０２５」の実現に向けたスタート期

間として、平成２６年度からの３年間を「着実に事業を遂行し将来の飛躍につなげる期間」

と位置づけ、「中期経営計画（平成２６～２８年度）」を策定し、これに基づき事業を実

施しました。 

高速道路事業では、東日本大震災の被災地復興に大きく寄与する常磐自動車道について、

平成２６年１２月６日に浪江インターチェンジ（ＩＣ）～南相馬ＩＣ間及び相馬ＩＣ～山

元ＩＣ間を、平成２７年３月１日に常磐富岡ＩＣ～浪江ＩＣ間をそれぞれ開通させました。

これにより、常磐自動車道は、昭和４１年の予定路線決定から４９年の歳月を経て全線開

通となりました。更に、首都圏中央連絡自動車道（稲敷ＩＣ～神崎ＩＣ）ほか１区間を開

通させたほか、首都圏環状道路の早期整備に向けて、首都圏中央連絡自動車道や東京外環

自動車道について事業を鋭意進めました。 

また、国土交通大臣から平成２６年３月１４日に許可を受けた平成２６年４月以降の新

たな高速道路料金については、利便増進計画の終了に伴う料金割引の再編や消費税率引上

げの反映等を実施し、円滑な導入に努めてまいりました。 

更に、高速道路の大規模更新・大規模修繕については、平成２６年６月の道路整備特別

措置法等の改正を受け、特定更新等工事（以下「更新事業」という。）が法定化され、平

成２７年３月２４日に独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構（以下「機構」とい

う。）と更新事業の実施及びその財源として料金徴収期間を約１０年延長する内容の協定

変更を行うとともに、平成２７年３月２５日付けで国土交通大臣から事業実施に関して変

更許可を受けました。 

加えて、長期的な道路インフラの安全・安心の確保のために、当社独自の取組みである

「スマートメンテナンスハイウェイ（ＳＭＨ）構想」の実現に向け、平成２６年５月に具

体的な検討課題や体制などを取りまとめた「ＳＭＨ基本計画」を策定するとともに、国内

外の大学等研究機関と連携した研究開発を行うなど、具体的な取組みを展開しました。 
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更に、ＳＭＨ関連技術や情報基盤高度化技術の開発、その内部活用の促進、技術開発成

果の外販などの業務を実施する子会社も設立しました。 

道路休憩所事業では、平成２６年１１月に、磐越自動車道磐梯山サービスエリア（下り

線）を旅のドラマを演出する「ドラマチックエリア」としてリニューアルする等、お客さ

まにご満足いただけるエリアづくりに努めてまいりました。 

当連結会計年度の営業収益は１兆８８７億１０百万円（前期比２６．７％増）、営業費

用は１兆８１８億４３百万円（前期比２６．４％増）、営業利益は６８億６７百万円（前

期は３２億５２百万円の営業利益）、経常利益は１００億２２百万円（前期は５７億９５

百万円の経常利益）となり、この結果、１０２億９３百万円の当期純利益（前期は２２億

９６百万円の純利益）となりました。 

各部門の概況は次のとおりです。 

 

② 部門別の状況  

 

Ⅰ 高速道路事業 

 

高速道路事業につきましては、安全で快適な走行環境を確保するため、道路機能の向上、

清掃や点検、道路の補修等の管理を適正かつ効率的に行うとともに、高速道路ネットワー

クの早期整備に向け高速道路の新設及び改築に取り組んでまいりました。 

高速道路の管理事業につきましては、当連結会計年度末現在で管理延長が計４３道路３，

８２２㎞となった高速道路の安全と快適をお客様にいつも実感していただけるよう、騒音

低減効果及び雨天時の事故防止効果の高い高機能舗装の整備等を進めてきました。 

また、高速道路の災害対応としましては、平成２６年２月に関東地方を襲った記録的な

大雪により首都圏を中心とした広範囲で長時間の通行止めを余儀なくされた経験を踏まえ、

首都圏大雪対策プロジェクトを立ち上げて対策の検証を行い、検証結果をもとに雪氷車両

の増強等による除雪体制の強化や、災害時専用ツイッターの立上げ等によるお客様への情

報提供に関する新たな取組みを行いました。このほか、大規模地震や大雪時における道路

管理者による放置車両対策を強化するために平成２６年１１月に災害対策基本法が改正さ

れたことを受け、機構と当該事務に係る受託契約を締結して当社が放置車両を早期に排除

できる環境を整えました。 

そして、経年劣化が進む高速道路の資産を将来にわたって健全な状態で管理し、お客様

に安心して利用していただくために必要な方策について、中日本高速道路株式会社及び西

日本高速道路株式会社と共同で、平成２７年１月に「東・中・西日本高速道路の更新計画」

を作成し国土幹線道路部会において審議いただいたうえで、平成２７年３月に国土交通大

臣から更新事業の実施と、その財源を確保するために料金徴収期間を約１０年延長するこ

と等を内容とする事業の変更について許可を受けました。 

更には、維持管理・更新の効率化や高度化を図る当社独自の取組みとして平成２５年７

月に発表した「ＳＭＨ構想」について、平成２６年５月に「ＳＭＨ基本計画」を策定し、

平成３２年の「インフラ管理センター（仮称）導入」に向けた具体的なロードマップを作

成するとともに、関係機関と連携して研究開発を行うなど、具体的な取組を進めました。 

また、平成２６年４月１日には、利便増進計画による割引の終了に伴い割引制度全体を

見直すとともに、消費税率の引上げを通行料金に適正に転嫁するなどの料金の変更を行い

ました。このほか、福島第一原子力発電所の事故により避難されている方を対象として平

成２３年６月から国の施策に基づき開始した通行料金の無料措置を当連結会計年度も継続

したほか、「東北観光フリーパス」や「Hokkaido Expressway Pass（北海道エクスプレスウ

ェイパス）」等の企画割引を実施しました。また、常磐自動車道の南相馬鹿島スマートイン

ターチェンジの運用開始を含め、計３８箇所のスマートインターチェンジの適切な運用管

理を行うことにより、お客様の利便性向上と地域との連携強化を図りました。 
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一方、高速道路の新設事業につきましては、計７道路２５２㎞の区間で、４車線化拡幅

等の改築事業は、計２２道路８６㎞の区間で実施しました。当連結会計年度の新規開通区

間は次のとおりです。 

 

【新設】２道７区間（８６．２㎞） 

道路名 区 間 延 長 

高速道路 

 
常磐自動車道 

相馬ＩＣ～山元ＩＣ ２３．３㎞

 常磐富岡ＩＣ～南相馬ＩＣ ３２．７㎞

一般有料道路 

 
首都圏中央連絡自動車道 

稲敷ＩＣ～神崎ＩＣ １０．６㎞

久喜白岡ＪＣＴ～境古河ＩＣ １９．６㎞

 

※平成２７年６月７日に、首都圏中央連絡自動車道神崎ＩＣ～大栄ＪＣＴ間（９．７

km）を開通させる予定です。 

 

なお、北海道縦貫自動車道（士別剣淵ＩＣ）等４箇所のインターチェンジ、６箇所のス

マートインターチェンジ整備等を行う高速道路事業の変更について、国土交通大臣から平

成２６年８月８日に許可を受けました。 

 

この結果、当連結会計年度において、全体計画延長３，９８７㎞の約９６％にあたる３，

８２２㎞の高速道路ネットワークを形成させました。高速道路の新設・改築にあたっては、

良好な沿道環境の保全や地域との調和を図るため、遮音壁の設置や盛土のり面の樹林化等

を進め、地球温暖化防止等にも寄与すべく努力してまいりました。 

また、新技術の活用等によるコスト削減の取組みにつきましては、トンネル照明設備に

おける新型照明器具の開発、スケールメリットを活かした資材の直接調達等について、機

構との協定に基づき助成金を獲得いたしました。 

当連結会計年度の料金収入等は、利便増進計画の終了に伴う料金割引の再編等により７，

８５７億３６百万円（前期比１７．５％増）となりました。また、上掲の各区間を新規に

開通させたこと等に伴い、道路資産完成高は２，４５４億８２百万円（前期比１０８．９％

増）となりました。これらにより、高速道路事業における営業収益は１兆３１２億１９百

万円（前期比３１．２％増）となりました。 

一方、機構との協定に基づく道路資産賃借料については、同協定の加算条項の適用等に

より５，６０１億９０百万円（前期比２１．２％増）となりました。また、その他の営業

費用については、４，６６６億９７百万円（前期比４３．９％増）となりました。これら

により、高速道路事業における営業費用は１兆２６８億８７百万円（前期比３０．６％増）

となりました。 

この結果、当連結会計年度において、高速道路事業は４３億３１百万円の営業利益（前

期は３億８百万円の営業損失）となりました。 
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Ⅱ 受託事業 

 

受託事業につきましては、国、地方公共団体等の委託に基づく道路の新設、改築、維持、

修繕等で、経済性、効率性等から当社が行う事業と一体として実施することが適当と認め

られる工事等について、事業を推進してまいりました。 

当連結会計年度の受託事業における営業収益は１７６億４３百万円（前期比４３．４％

減）、営業費用は１７６億２０百万円（前期比４３．６％減）となり、この結果、２３百万

円の営業利益（前期は６５百万円の営業損失）となりました。 

 

Ⅲ 道路休憩所事業 

 

道路休憩所事業につきましては、当社が管理する３１８箇所（うち、当社の営業施設が

ある箇所は１８５箇所。）のサービスエリア・パーキングエリアをより魅力ある空間として

楽しんでいただけるものとするため、当社全額出資の子会社であるネクセリア東日本株式

会社、株式会社ネクスコ東日本リテイル、株式会社ネクスコ東日本エリアサポート及び株

式会社ネクスコ東日本ロジテムと一体となり、高速道路商業施設運営のスペシャリストと

して、ＣＳ（顧客満足度）の向上を図るとともに、業務執行の効率性を追求しながら、事

業を推進してまいりました。 

当連結会計年度における営業施設の運営につきましては、地元の特産品や名産品等の地

域産品を紹介・応援することを目的とした「地域産品応援フェア！」を実施したほか、お

客様にサービスエリア・パーキングエリアで地域の味を楽しんでいただくことを目的とし

た「ＮＥＸＣＯ東日本 どんぶり王座決定戦！」を開催する等、地域の「ショーウィンド

ウ」化を推進してまいりました。 

営業施設の建設につきましては、平成２６年１１月に、磐越自動車道磐梯山サービスエ

リア（下り線）を地域性・旅の楽しみを凝縮した旅のドラマを演出する「ドラマチックエ

リア」としてリニューアルする等、お客さまにご満足いただけるエリアづくりに努めてま

いりました。 

当連結会計年度の道路休憩所事業における営業収益は、消費税率引上げ等の影響で店舗

売上高が減少したこと等により、４３５億６４百万円（前期比３．７％減）となりました。 

一方、営業費用は、売上原価の減少等により、４０９億２２百万円（前期比１．７％減）

となり、この結果、２６億４２百万円の営業利益（前期は３６億９百万円の営業利益）と

なりました。 

 

Ⅳ その他の事業 

 

その他の事業につきましては、平成２６年７月に高速道路の情報サイト「Ｅ－ＮＥＸＣ

Ｏドライブプラザ」（ドラぷら）を全面リニューアルし、お客さまの利便性向上に努めたほ

か、平成２７年３月に東北自動車道泉検札所跡地において再生可能エネルギー（太陽光発

電所）による電気供給（売電）を開始し、事業の拡大に努めてまいりました。更に、カー

ド事業、日比谷駐車場事業、郡山トラックターミナルほか１ヶ所におけるトラックターミ

ナル事業、高速道路の高架下における占用施設活用事業等を行いました。 

また、平成２６年１０月に新規事業の開発を加速し、事業を精力的に立ち上げることを

目的として事業創造企画室を設置しました。平成２７年３月には、ＳＭＨ関連技術や情報

基盤高度化技術の開発、その内部活用の促進、技術開発成果の外販などの業務を実施する

子会社である株式会社ネクスコ東日本イノベーション＆コミュニケーションズを設立しま

した。 

国内のコンサルティング事業としましては、国土交通省が事業促進ＰＰＰ（パブリック・

プライベート・パートナーシップ）として発注した「三陸沿岸道路事業監理業務（気仙沼
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唐桑工区）」（１０km）を平成２４年６月から継続的に実施しています。 

海外事業の分野では、高速道路事業を通じて蓄積された技術とノウハウを活用して、イ

ンドにおいてバンガロールＩＴＳマスタープラン策定調査業務等の海外コンサルティング

業務を行っています。 

また、インド最大規模の道路ＰＰＰ運営会社であるＩＴＮＬ社（IL&FS Transportation 

Networks Limited）とともに、インドの道路ＰＰＰ事業への本格参入に向けた調査・検討

を進めております。 

さらに、ＩＴＮＬ社に対し、高速道路の計画、建設、管理・運営に関する技術アドバイ

ザリー業務を平成２６年２月から継続的に実施しています。 

当連結会計年度のその他の事業における営業収益は１６億９６百万円（前期比６．０％

増）、営業費用は１７億９３百万円（前期比１２．７％増）となり、この結果、９６百万円

の営業損失（前期は１０百万円の営業利益）となりました。 

 

（２）対処すべき課題 

 

高速道路事業におきましては、安全・安心・快適・便利な高速道路のご利用を確保しつ

つ、機構との協定に基づく道路資産賃借料を着実に支払うとともに、高速道路ネットワー

クの形成を進めていく必要があります。特に、高速道路の管理につきましては、景気の動

向等が交通動向や料金収入に与える影響を引き続き注視しつつ、お客さまを第一に考え、

適切かつ円滑な運用を図っていく必要があります。 

これらの課題に適切に対処していくため、当社は、経営理念・ビジョンを共有するグル

ープ会社との一体経営を一層推進し、グループ全体の効率性・生産性の更なる向上に努め

てまいります。あわせて、高速道路をこれまで以上に有効に活用し、その効果を最大限発

揮させることで、地域社会の発展と暮らしの向上、更には広く日本経済全体の活性化に貢

献してまいります。 

また、平成２７年度は、「中期経営計画（平成２６～２８年度）」の２年目としてその確

実な達成に向けて、取り組んでまいります。 

特に、高速道路の更新事業については、平成２７年３月２４日に締結した機構との協定

及び平成２７年３月２５日付けの国土交通大臣からの事業の変更許可に基づき、更新事業

の具体的な進め方を検討し、関係機関と連携を図りながら着実に実施してまいります。 

これら高速道路の安全・安心の確保のための取組みのほか、休憩施設のリニューアル等

により、お客さまにご利用いただきやすく心地良い空間づくりに取り組んでまいります。

また、地域社会に貢献するため、ミッシングリンク解消に向けた首都圏環状道路の整備や

地方の道路建設事業を展開するとともに、地域との連携や災害時の対応力の強化等の課題

について、グループ一丸となって取り組んでまいります。 

株主様におかれましては、今後とも当社グループの事業に対し、一層のご支援を賜りま

すようお願いいたします。 
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（３）資金調達の状況 

 

当期の道路建設等の資金に充てるため、次のとおり、総額１，４５０億円の普通社債を

発行するとともに、金融機関から総額１，３００億円の借入れを行い、総額２，７５０億

円を調達いたしました。 

種 別 発行日 

（借入日） 

発行額 

（借入額） 

東日本高速道路株式会社第２６回社債 平成２６年 ５月１９日 ３５０億円

東日本高速道路株式会社第２７回社債 平成２６年 ７月２９日 ３５０億円

東日本高速道路株式会社第２８回社債 平成２６年１１月１８日 ４００億円

東日本高速道路株式会社第２９回社債 平成２７年 ２月 ３日 ３５０億円

長期借入金 平成２６年 ４月３０日 ３００億円

長期借入金 平成２６年 ８月１５日 ２５０億円

長期借入金 平成２６年 ９月１２日 ２００億円

長期借入金 平成２７年 ３月２０日 ３００億円

長期借入金 平成２７年 ３月２７日 ２５０億円

合 計 ２，７５０億円

 

なお、道路建設等の事業資金に充てるために当社が負担している債務のうち、当期にお

いては、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法第１５条第１項の規定に基づき、

機構に帰属した道路資産に対応する２，５９８億円（社債債務２，２４８億円及び借入金

債務３５０億円）の債務が機構に引き受けられました。 

また、平成２７年３月２６日開催の取締役会において、平成２７年度における普通社債

及び長期借入金の調達限度額を５，４４４億円、短期社債及び短期借入金に係る残高の限

度額を各７５０億円とすることをそれぞれ決議いたしました。 

 

（４）設備投資の状況  

 

① 当期中に完成した主要設備 

（高速道路事業）  

常磐自動車道新規開通に伴う新地料金所ほか 7 料金所の新設（全８箇所）（スマートイン

ターチェンジ分を含む。） 

道央自動車道大谷地料金所ほか５４料金所ＥＴＣ設備の新設（全５５箇所）（スマートイ

ンターチェンジ分を含む。） 

（道路休憩所事業） 

常磐自動車道南相馬鹿島サービスエリア（集約）の営業施設の新設（１箇所） 

 

② 当期継続中の主要設備の新設・拡充 

（高速道路事業） 

首都圏中央連絡自動車道新規開通に伴う坂東料金所ほか９料金所の新設（全１０箇所）

（スマートインターチェンジ分を含む。） 

東北自動車道大和料金所ほか４７料金所ＥＴＣ設備の新設（全４８箇所）（スマートイン

ターチェンジ分を含む。） 
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（道路休憩所事業） 

常磐自動車道守谷サービスエリア（下り線）の営業施設の改修（１箇所） 

首都圏中央連絡自動車道菖蒲パーキングエリア（集約）の営業施設の新設（１箇所） 

 

（５）財産及び損益の状況  

 

   ①企業集団の財産及び損益の状況 

区分 単位 
平成 23 年度

第 7 期 

平成 24 年度

第 8 期 

平成 25 年度 

第 9 期 

平成 26 年度 

第 10 期 

（当連結会計年度）

営 業 収 益 

（売 上 高） 
百万円 839,816 840,461 859,053 1,088,710

経 常 利 益 百万円 7,179 10,879 5,795 10,022

当期純利益 

又は純損失 
百万円 4,515 8,275 2,296 10,293

１株当たり 

当期純利益 

又は純損失 

円 43.00 78.81 21.87 98.03

総 資 産 百万円 727,777 814,774 882,424 978,351

純 資 産 百万円 163,974 172,248 156,094 178,268

自己資本比率 ％ 22.53 21.14 17.68 18.22

１株当たり 

純資産 
円 1,561.66 1,640.46 1,486.61 1,697.79

 

②当社の財産及び損益の状況 

区分 単位 
平成 23 年度

第 7 期 

平成 24 年度

第 8 期 

平成 25 年度 

第 9 期 

平成 26 年度 

第 10 期 

（当事業年度） 

営 業 収 益 

（売 上 高） 
百万円 804,680 803,236 821,457 1,052,896

経 常 利 益 百万円 4,983 5,175 845 4,470

当期純利益 

又は純損失 
百万円 3,071 3,355 △125 2,458

１株当たり 

当期純利益 

又は純損失 

円 29.25 31.95 △1.19 23.41

総 資 産 百万円 700,794 783,845 849,537 938,317

純 資 産 百万円 139,845 143,200 143,075 141,840

自己資本比率 ％ 19.95 18.26 16.84 15.11

１株当たり 

純資産 
円 1,331.85 1,363.81 1,362.62 1,350.86
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（６）主要な事業内容 

 事業部門 主要な事業内容 

高速道路事業 
道路管理事業 

道路建設事業 

受託事業 道路受託事業 

道路休憩所事業 道路休憩所事業 

その他の事業 

駐車場事業 

トラックターミナル事業 

占用施設活用事業 

ホテル事業 

ウェブ事業 

コンサルティング事業 

海外事業 

カード事業 
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（７）主要な営業所 

                           （平成２７年３月３１日現在） 

①当社の主要な事業所 

 

・本社        （東京都千代田区） 

・支社 北海道支社   （札幌市）      【  ６管理事務所、１工事事務所】 

東北支社     （仙台市）      【１５管理事務所、４工事事務所】 

関東支社     （さいたま市）  【１４管理事務所、６工事事務所】 

新潟支社     （新潟市）      【  ４管理事務所、１工事事務所】 

・海外 インド事務所 （インド） 

 

注）関東支社は、防災機能強化を目的として、平成２７年１月１３日に東京都台東区から

さいたま市に移転しました。 

 

②主要な子会社の本店所在地  

 

株式会社ネクスコ・トール東北（仙台市） 

株式会社ネクスコ・トール関東（東京都墨田区） 

株式会社ネクスコ・トール北関東（東京都荒川区） 

株式会社ネクスコ・エンジニアリング北海道（札幌市） 

株式会社ネクスコ・エンジニアリング東北（仙台市） 

株式会社ネクスコ東日本エンジニアリング（東京都荒川区） 

株式会社ネクスコ・エンジニアリング新潟（新潟市） 

株式会社ネクスコ・メンテナンス北海道（札幌市） 

株式会社ネクスコ・メンテナンス東北（仙台市） 

株式会社ネクスコ・メンテナンス関東（東京都足立区） 

株式会社ネクスコ・メンテナンス新潟（長岡市） 

株式会社ネクスコ・パトロール東北（仙台市） 

株式会社ネクスコ・パトロール関東（東京都文京区） 

株式会社ネクスコ・サポート北海道（札幌市） 

株式会社ネクスコ・サポート新潟（新潟市） 

株式会社ネクスコ東日本トラスティ（東京都港区） 

ネクセリア東日本株式会社（東京都港区） 

株式会社ネクスコ東日本リテイル（東京都港区） 

株式会社ネクスコ東日本エリアサポート（東京都港区） 

株式会社ネクスコ東日本ロジテム（東京都港区） 

株式会社ネクスコ東日本イノベーション＆コミュニケーションズ（東京都港区） 

株式会社盛岡セントラルホテル（盛岡市） 

株式会社ホームワークス（東京都港区） 

株式会社ネクセリア・シティフード（東京都文京区） 

株式会社スノーフーズ（札幌市） 
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（８）従業員の状況 

                           （平成２７年３月３１日現在） 

①企業集団の使用人の状況 

事業部門 従業員数 対前期比増減 

高速道路事業 
１２，４４２名 ２４７名増

受託事業 

道路休憩所事業 
１，１５０名 ４１名減

その他の事業 

共通部門 ３４８名 ２名減

計 １３，９４０名 ２０４名増

 

   ②当社の使用人の状況 

 

 

 

注）当社から社外への出向者を除き、社外からの出向者を含みます。 

 

  

従業員数 対前期比増減 平均年齢 平均勤続年数 

２，１９６名 ７名増 ４２．９歳 １９．５年
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（９）重要な子会社の状況            

   

① 重要な子会社の状況 

（平成２７年３月３１日現在） 

名称 資本金 議決権比率 主要な事業内容 

株式会社ネクスコ・トール

東北 
90 百万円 100.0％ 料金収受業務 

株式会社ネクスコ・トール

関東 
90 百万円 100.0％ 料金収受業務 

株式会社ネクスコ・トール

北関東 
90 百万円 100.0％ 料金収受業務 

株式会社ネクスコ・エンジ

ニアリング北海道 
60 百万円 100.0％ 保全点検業務 

株式会社ネクスコ・エンジ

ニアリング東北 
90 百万円 100.0％ 保全点検業務 

株式会社ネクスコ東日本

エンジニアリング 
90 百万円 100.0％ 保全点検業務 

株式会社ネクスコ・エンジ

ニアリング新潟 
40 百万円 100.0％ 保全点検業務 

株式会社ネクスコ・メンテ

ナンス北海道 
43 百万円 100.0％ 維持修繕業務 

株式会社ネクスコ・メンテ

ナンス東北 
99 百万円 100.0％ 維持修繕業務 

株式会社ネクスコ・メンテ

ナンス関東 
90 百万円 100.0％ 維持修繕業務 

株式会社ネクスコ・メンテ

ナンス新潟 
72 百万円 100.0％ 維持修繕業務 

株式会社ネクスコ・パトロ

ール東北 
60 百万円 100.0％ 交通管理業務 

株式会社ネクスコ・パトロ

ール関東 
90 百万円 100.0％ 交通管理業務 

株式会社ネクスコ・サポー

ト北海道 
40 百万円 100.0％ 

料金収受業務及び交通管

理業務 

株式会社ネクスコ・サポー

ト新潟 
40 百万円 100.0％ 

料金収受業務及び交通管

理業務 

株式会社ネクスコ東日本

トラスティ 
45 百万円 100.0％ 

用地の取得・管理及び社屋

等管理業務 

ネクセリア東日本株式会

社 
15 億円 100.0％ 

サービスエリア・パーキン

グエリア内商業施設の管

理・運営業務 

株式会社ネクスコ東日本

リテイル 
225 百万円 100.0％ 

サービスエリア・パーキン

グエリア内直営店舗運営

業務 

株式会社ネクスコ東日本

エリアサポート 
90 百万円 100.0％ 

サービスエリア・パーキン

グエリア内商業施設の管

理点検業務及びコンシェ

ルジェ業務 
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株式会社ネクスコ東日本

ロジテム 
150 百万円 100.0％ 

サービスエリア・パーキン

グエリア内店舗への配送

等業務 

株式会社ネクスコ東日本

イノベーション＆コミュ

ニケーションズ 

85 百万円 100.0％ 

ＳＭＨ関連技術や情報基盤

高度化技術の調査、研究、

開発業務 

株式会社盛岡セントラル

ホテル 
55 百万円 100.0％ 

サービスエリア・パーキン

グエリア内直営店舗運営

業務等 

株式会社ホームワークス 20 百万円 100.0％ 飲食店舗運営業務 

株式会社ネクセリア・シテ

ィフード 
60 百万円 100.0％ 飲食店舗運営業務 

株式会社スノーフーズ 20 百万円 100.0％ 食品加工卸売業務 

注）当社は、ＳＭＨ関連技術や情報基盤高度化技術の開発、その内部活用の促進、技術開

発成果の外販などの業務を実施するため、平成２７年３月に、株式会社ネクスコ東日本

イノベーション＆コミュニケーションズを設立いたしました。 

注）株式会社盛岡セントラルホテルは、株式会社ネクスコ東日本リテイルの完全子会社（当

社の孫会社）です。 

注）株式会社ホームワークスは、ネクセリア東日本株式会社の完全子会社（当社の孫会社）

です。 

注）ネクセリア東日本株式会社は、平成２６年６月に、飲食店事業等を展開する株式会社

ネクセリア・シティフードを完全子会社（当社の孫会社）にしました。 

注）株式会社ネクスコ東日本ロジテムは、平成２６年８月に、株式会社ネクセリア・シテ

ィフードから食料加工卸売事業等を展開する株式会社スノーフーズの株式を承継し、完

全子会社（当社の孫会社）にしました。 

 

  ② その他の重要な企業結合の状況 
                           （平成２７年３月３１日現在） 

 名称 資本金 議決権比率 主要な事業内容 

株式会社ＮＥＸＣ

Ｏ保険サービス 
15 百万円 33.3％ 

損害保険代理店業務、生命保険募集

業務、保険コンサルティング業務 

株式会社ＮＥＸＣ

Ｏシステムズ 
50 百万円 33.3％ 

ＮＥＸＣＯ３社の基幹となるシス

テムの運用管理業務 

株式会社高速道路

総合技術研究所 
45 百万円 33.3％ 

ＮＥＸＣＯ３社の高速道路技術に

関する調査・研究・技術開発業務 

ハイウェイ・トー

ル・システム株式会

社 

75 百万円 24.0％ 料金収受機械保守整備業務 

東京湾横断道路株

式会社 
900 億円 33.3％ 

東京湾アクアライン、海ほたるパー

キングエリアの管理・運営業務 

東北高速道路ター

ミナル株式会社 
10 億 82 百万円 27.0％ 

仙台南トラックターミナル、郡山ト

ラックターミナルの管理・運営業務

日本高速道路イン

ターナショナル株

式会社 

49 百万円 28.6％ 
海外の高速道路の新設・改築・維

持・修繕・管理に関する業務 
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注）日本高速道路インターナショナル株式会社は、海外事業への投資を目的として、平成

２６年１２月に資本金６億１３百万円に増資しましたが、経営効率化を図るため、平成

２７年３月に資本金４９百万円に減資しました。 

 

（１０）主要な借入先の状況 

                    （平成２７年３月３１日現在） 

借入先 借入金残高 

株式会社みずほ銀行 １４０億円 

株式会社福岡銀行 １００億円 

株式会社三井住友銀行 ８８億９０百万円 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 ８８億９０百万円 

農林中央金庫 ８７億５０百万円 

 

２．会社の株式に関する事項 

 

（１）株式の状況 

（平成２７年３月３１日現在） 

  ① 発行可能株式総数  ４２０百万株 

  ② 発行済株式の総数  １０５百万株 

  ③ 株主数           １名 

  ④ １単元の株式数     １００株 

 

（２）株主の状況 

（平成２７年３月３１日現在） 

株主名 
当社への出資状況 当社の株主への出資状況 

持ち株数 議決権比率 持ち株数 議決権比率 

財務大臣 105,000,000 株 100.00％ － － 

注）平成２６年４月１日に、国土交通大臣が所有する全株式が財務大臣の所有になりまし

た。 
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３．会社役員に関する事項  

 

（１）取締役及び監査役の状況  

（平成２７年３月３１日現在） 

氏名 地位及び担当 重要な兼職の状況 

岩沙 弘道 取締役会長 

 

三井不動産株式会社 

代表取締役会長 

廣瀨 博 代表取締役社長 

ＣＥＯ（最高経営責任者） 

 

榊 正剛 代表取締役兼専務執行役員 

経営企画本部長 

 

山内 泰次 取締役兼常務執行役員 

管理事業本部長 

 

鈴木 次雄 取締役兼常務執行役員 

総務・経理本部長 

 

鹿島 幹男 取締役兼常務執行役員 

事業開発本部長 

 

遠藤 元一 取締役兼常務執行役員 

建設・技術本部長 

 

樋口 幸男 監査役（常勤）  

井川 裕昌 監査役（常勤）  

大泉 隆史 監査役（非常勤）  

清水 涼子 監査役（非常勤）  

 

注）平成２６年６月２５日開催の第９期定時株主総会において、以下のとおり決議されま

した。 

・鈴木次雄氏及び遠藤元一氏は新たに取締役に選任され、就任いたしました。 

・樋口幸男氏、井川裕昌氏、大泉隆史氏及び清水涼子氏は新たに監査役に選任され、就

任いたしました。 

・岩沙弘道氏、廣瀨博氏、榊正剛氏、山内泰次氏及び鹿島幹男氏は取締役に再任され、

就任いたしました。 

注）監査役は、全員、会社法第２条第１６号に規定する社外監査役であります。 

注）監査役清水涼子氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有するものであります。 

注）取締役岩沙弘道氏は、三井不動産株式会社代表取締役会長であり、当社は同社との間

で本社社屋の賃貸借契約等を締結しております。 
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（２）取締役及び監査役に支払った報酬等の額 

 

区分 支給人数 報酬等の額 備考 

取締役 8 人 128 百万円 

・取締役の報酬額 

年額 200 百万円以内 

（平成17年9月21日開催

の創立総会決議） 

監査役 7 人  55 百万円 

・監査役の報酬額 

年額 70 百万円以内 

（平成17年9月21日開催

の創立総会決議） 

計 15 人 184 百万円  

    

注）上記のほか、当期において役員退職慰労引当金１０百万円を計上しております。 

注）上記人数には、第９期定時株主総会において退任した取締役２名及び監査役３名を含

んでおり、無報酬の取締役は含んでおりません。 

注）上記報酬等の額には、第９期定時株主総会において退任した取締役２名に対して支給

した退職慰労金１６百万円及び監査役２名に対して支給した退職慰労金９百万円を含ん

でおります。 

注）上記報酬等の額には、社外監査役６名に対する報酬等４７百万円を含んでおります。 

 

（３）社外役員に関する事項  

 

① 各社外役員の主な活動状況 

 

Ⅰ 監査役 樋口 幸男 

当該事業年度における主な活動状況 

 取締役会へは就任後当該事業年度に開催された１２回全てに出席し、監査役会へは

同１０回全てに出席し、主に、法令や定款の遵守並びに取締役会における意思決定及

び取締役の職務執行の監督の妥当性・適正性を確保する見地から、発言を行っていま

す。また、常勤監査役として経営会議その他の重要会議に出席のほか、支社、事務所、

グループ会社の往査等を行い、会計監査人・内部監査部門とも連携を図り、取締役の

職務の執行が適法、適切に行われているかを監査しています。また、代表取締役との

意見交換の場において、有益な意見具申をしております。 

 

Ⅱ 監査役 井川 裕昌 
当該事業年度における主な活動状況 

取締役会へは就任後当該事業年度に開催された１２回全てに出席し、監査役会へは

同１０回全てに出席し、主に、法令や定款の遵守並びに取締役会における意思決定及

び取締役の職務執行の監督の妥当性・適正性を確保する見地から、発言を行っていま

す。また、常勤監査役として経営会議その他の重要会議に出席のほか、支社、事務所、

グループ会社の往査等を行い、会計監査人・内部監査部門とも連携を図り、取締役の

職務の執行が適法、適切に行われているかを監査しています。また、代表取締役との

意見交換の場において、有益な意見具申をしております。 

 

Ⅲ 監査役 大泉 隆史 
当該事業年度における主な活動状況 

取締役会へは就任後当該事業年度に開催された１２回の中１１回に出席し、監査役
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会へは同１０回の中９回に出席し、主に、法令や定款の遵守並びに取締役会における

意思決定及び取締役の職務執行の監督の妥当性・適正性を確保する見地から、発言を

行っています。また、監査役会において常勤監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、経営会議その他の重要会議に出席するとともに、会計監査人・

内部監査部門とも連携を図り、取締役の職務の執行が適法、適切に行われているかを

監査しています。また、代表取締役との意見交換の場において、有益な意見具申をし

ております。 

 

Ⅳ 監査役 清水 涼子 
当該事業年度における主な活動状況 

取締役会へは就任後当該事業年度に開催された１２回の中１１回に出席し、監査役

会へは同１０回全てに出席し、主に、法令や定款の遵守並びに取締役会における意思

決定及び取締役の職務執行の監督の妥当性・適正性を確保する見地から、発言を行っ

ています。また、監査役会において常勤監査役から監査の実施状況及び結果について

報告を受けるほか、経営会議その他の重要会議に出席するとともに、グループ会社の

往査等を行い、会計監査人・内部監査部門とも連携を図り、取締役の職務の執行が適

法、適切に行われているかを監査しています。また、代表取締役との意見交換の場に

おいて、有益な意見具申をしております。 

 

Ⅴ 監査役 南波  宜 

当該事業年度における主な活動状況 

取締役会へは当該事業年度の在任期間に開催された３回全てに出席し、監査役会へ

は同５回全てに出席し、主に、法令や定款の遵守並びに取締役会における意思決定及

び取締役の職務執行の監督の妥当性・適正性を確保する見地から、発言を行っていま

す。また、常勤監査役として経営会議その他の重要会議に出席のほか、会計監査人・

内部監査部門とも連携を図り、取締役の職務の執行が適法、適切に行われているかを

監査しています。また、代表取締役との意見交換の場において、有益な意見具申をし

ております。 

 

Ⅵ 監査役 秋山 和美 

当該事業年度における主な活動状況 

取締役会へは当該事業年度の在任期間に開催された３回全てに出席し、監査役会へ

は同５回全てに出席し、主に、法令や定款の遵守並びに取締役会における意思決定及

び取締役の職務執行の監督の妥当性・適正性を確保する見地から、発言を行っていま

す。また、常勤監査役として経営会議その他の重要会議に出席のほか、会計監査人・

内部監査部門とも連携を図り、取締役の職務の執行が適法、適切に行われているかを

監査しています。また、代表取締役との意見交換の場において、有益な意見具申をし

ております。 

 

② 責任限定契約の概要 

 

当社は、社外監査役が期待される役割を十分発揮できるよう、定款において、社外監

査役との間で、当社への損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定めております。 

当該定款に基づき当社が社外監査役である樋口幸男氏、井川裕昌氏、大泉隆史氏及び

清水涼子氏と締結した当該契約内容の概要は次のとおりです。  

・社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法

第４２５条第１項に定める最低責任限度額を限度として、その責任を負う。 

・上記責任限定が認められるのは、社外監査役がその原因となった職務の遂行につい
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て善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。 

 

４．会計監査人の状況 

 

（１）会計監査人の名称  

 

新日本有限責任監査法人 

 

（２）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

  

報酬等の額 ６６百万円 

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財

産上の利益の合計額 
９５百万円 

注）表下段の額には、表上段の額を含んでおります。 

注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額には、これらの合計額を記載しております。 

 

（３）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針  

 

 当社監査役会は、当社の都合による場合のほか、当該会計監査人が、会社法、公認会計

士法等の法令に違反した場合及び公序良俗に反する行為があったと判断した場合、その事

実に基づき、株主総会に提出する当該会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を

決定し、当社取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出します。 
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５．業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要 

 

当社は、平成１８年４月２７日開催の取締役会において決議いたしました「取締役の職務

の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を

確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備」について、当事業年度では、

平成２７年３月２６日開催の取締役会において所要の見直しを行い、次のように決議いたし

ました。（施行日は平成２７年５月１日となります。） 

 

① 当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

 

取締役は、取締役会の意思決定に参画するとともに、取締役の職務を相互に監督し、

法令に定める「善管注意義務」及び「忠実義務」に則って適切に職務を行う。 

高い倫理観と社会的ルールの遵守のための行動指針として、倫理行動規範を定め、

取締役はこれを率先して実践する。 

また、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体などには、毅然

として対応し、一切の関係を遮断することとし、そのために必要な体制の整備を図る。 

 

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

    

職務の執行に係る文書その他の情報につき、社内規則を定め、適切に保存及び管理

を行う。 

 

③ 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 

安全・安心を最優先に、事故・災害等の発生に備えて事故・災害等の予防、応急対

策及び復旧に関する規程等社内規則を定め、迅速かつ適切な対応ができる体制を整え

るとともに、老朽化する高速道路の確実な維持管理に向けた取組を行う。 

また、リスクマネジメントに関する規程等社内規則を定め、事業執行上の各種のリ

スクについては、それぞれの担当部署において対策を講じるとともに、委員会等で適

宜検証し、適切に対応する体制を整えるほか、経営に与える影響の大きい最重要リス

クのマネジメントについては、重要経営課題として位置付け、取り組むこととする。 

 

④ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 

取締役会を毎月 1 回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催し、会社の

重要な業務執行に係る決議、報告を行うとともに、経営会議を設置し、全社的に影響

を及ぼす重要事項を十分に審議する。 

また、経営の監督機能と業務執行機能の明確な役割分担のもと、役員・執行役員間

の全社的な経営情報の共有を行う役員連絡会を設置し、取締役会の決議又は経営会議

の審議に基づく代表取締役の定めた方針に従い業務を執行する体制を確立するととも

に、組織と職務権限・責任に関する社内規則を定め、効率的執行を確保する。 

 

⑤ 当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体 制 

 

当社が行う高速道路事業の高い公共性に鑑み、法令、定款、倫理行動規範、その他

社内規則及び社会通念等を遵守した職務の執行を確保するため、法令遵守活動に関す

る委員会を設置し、コンプライアンス体制の推進を図ることにより、使用人が高い倫

理観を保持し行動する環境を整備する。 
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また、内部監査の専属組織を設置し、継続的な監査を実施する。 

加えて、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体などには、毅

然として対応し、一切の関係を遮断することとし、そのために必要な体制の整備を図

る。 

 

⑥ 当社及び当社の子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

 

１ 当社の子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制  

必要に応じて、子会社の職務執行状況について役員連絡会における報告を義務づけ

るほか、子会社の経営管理に関する社内規則を定め、子会社の経営管理上重要な事項

について、当社の承諾等を行う体制を整える。 

２ 当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制  

子会社において、リスクマネジメントに関する規程等社内規則を定めるなど、事業

執行上の各種のリスクについて適切に対応する体制を整える。 

３ 当社の子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制  

グループ戦略会議を設置し、当社グループの事業戦略を推進かつ共有するほか、子

会社に取締役会を設置し適切に運営するなど、子会社の態様に応じ、効率的執行を確

保する。 

４ 当社の子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制  

子会社の取締役及び使用人が法令、定款、その他社内規則及び社会通念等を遵守す

るため、当社グループ倫理行動規範を定めるほか、必要に応じて、子会社における内

部統制体制について指導・支援を行うことにより、子会社の取締役及び使用人が高い

倫理観を保持し行動する環境の整備に努めるとともに、子会社の内部監査を定期的に

実施する。 

 

⑦ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項 

 

監査役会の庶務その他監査役の職務補助担当の専属組織を設置し、専属の使用人を

配置する。 

 

⑧ 前条の使用人の当社の取締役からの独立性及び当社の監査役の当該使用人に対する指

示の実効性の確保に関する事項 

 

前条の使用人については業務執行部門との兼務を行わず、監査役の職務補助専任と

するとともに、その人事異動については、監査役に協議することとする。 

 

⑨ 当社の監査役への報告に関する体制 

 

１ 当社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制 

取締役または使用人は、監査役会に対して、法定の事項に加え、当社及び当社グル

ープに重大な影響を及ぼす事項を速やかに報告するとともに、内部監査の実施状況、

法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての通報の状況を定期的に報

告することとする。 

２ 当社の子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当

社の監査役に報告をするための体制 

前項の体制に加え、必要に応じて、監査役と子会社の取締役及び監査役が情報共有
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する体制を整える。 

 

⑩ 前条の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこと

を確保するための体制  

 

通報に関する社内規則を定め、通報者に対する不利な取扱いを禁止する。 

 

⑪ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職

務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

 

監査役が職務の執行に関する所要の費用等を請求するときは、当該費用等が監査役

の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、請求に応じる。 

 

⑫ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 

監査役監査の有効性に資するよう、内部監査及び会計監査人による会計監査は、そ

れぞれの立場で、監査結果の意見交換等により監査役監査との連係に努めることとす

る。 
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連結計算書類に係る会計監査人監査報告 謄本 

独立監査人の監査報告書 

平成２７年５月２７日

東 日 本 高 速 道 路 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

 

新日本有限責任監査法人 
 

公認会計士 大下内 徹    

公認会計士 打越 隆     

 

                          公認会計士 秋山 修一郎   

  
当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、東日本高速道路株式会社の

平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を

行った。 
 

連結計算書類に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示 
のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備  
及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽 
表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査

を実施することを求めている。 
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施

される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽

表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について

意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた

適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を 
検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。 
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査意見 

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、東日本高速道路株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算 
書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと 
認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害 
関係はない。 

以  上

指定有限責任社員 
業務執行社員 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

指定有限責任社員 
業務執行社員 
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会計監査人監査報告 謄本 

独立監査人の監査報告書 

平成２７年５月２７日

東 日 本 高 速 道 路 株 式 会 社  

取 締 役 会  御 中  

 

新日本有限責任監査法人 
 

公認会計士 大下内 徹    

公認会計士 打越 隆     

 

                          公認会計士 秋山 修一郎   

  
当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、東日本高速道路株式会社の

平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの第１０期事業年度の計算書類、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について

監査を行った。 
 

計算書類等に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び

その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類

及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査

計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類

及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の

目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属

明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した

会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産

及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。 
以  上

指定有限責任社員 
業務執行社員 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

指定有限責任社員 
業務執行社員 
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監査役会の監査報告 謄本 

監 査 報 告 
当監査役会は、平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの第１０期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告に基づき、審議の上、本監査報告を作成し、以下

のとおり報告いたします。 

１ 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
監査役会は、「平成２６年度監査役監査方針及び実施計画」、職務の分担等を定め、各監査役から

監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、当期の監査役監査方針及び実施計画、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び

監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等か

らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載さ

れている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社

の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定

める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制

システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受

け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び

監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以

上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証

するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め

ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計

算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成１７年１０月２８日企

業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の

方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及

び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結

株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 

2 監査の結果 
(1) 事業報告等の監査結果 
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと

認めます。 
二 取締役の職務の遂行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら

れません。 
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制

システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認

められません。 
(2) 計算書類及びその附属明細書並びに連結計算書類の監査結果 
  会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。また、当該

会計監査人の職務が適正に行われることを確保するための体制についても、指摘すべき事項は認め

られません。 

平成２７年６月３日 

東日本高速道路株式会社 監査役会 

常勤監査役（社外監査役） 樋 口 幸 男   

常勤監査役（社外監査役） 井 川 裕 昌   

監 査 役（社外監査役） 大 泉 隆 史   

監 査 役（社外監査役） 清 水 涼 子   
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